
会員登録名簿記載事項の届出について 

日 本 公 認 会 計 士 協 会              

会員等は、会則第 37条によって、会員登録名簿の記載事項（学歴、資格及び会社等勤務）に追

加が生じたときは、遅滞なく届出をしなければならないことになっておりますので、次の要領に

より届出をお願いいたします。 

なお、会員等ご本人の届出している事項については、会員専用サイトにログインされ、会員マ

イページにて確認又は会員登録グループ（Tel 03-3515-1122）に問い合わせしてください。 

また、届出手続は、会員マイページから又は添付の用紙に記載の上、郵送することにより、行

うことができます。 

 

１．届出書の記載について 

届出書の記載については、別記の記載例を参照の上、かい書で正確に記載してください。 

 

２．記載事項 

（1） 学歴 

既に登録している学歴（最終）に追加する学歴があるときは、入学、卒業又は修了した

学校名並びに入学又は卒業した学部、学部・学科又は修了した課程を記載してください。  

    入学、卒業又は修了の年（年号）月を記載してください。 

（2） 会社等 

    金融商品取引所に上場している会社、大学、非営利法人及び行政機関等に雇用され、又

は従事しているとき（常勤に限る。）は、当該勤務先名を記載してください。 

    勤務先の種別を選択肢の中から該当するものを○で囲んでください。 

    役職に就任しているときは、該当する役職名を記載してください。 

入社又は役職に就任した年（年号）月、並びに退職又は役職を退任した年（年号）月を

記載してください。 

（3） 資格 

    公認会計士、外国公認会計士及び会計士補以外の資格で、既に登録している資格に追加

する資格を登録しているときは、選択肢の中から該当するものを○で囲んでください。 

公認会計士の業務に関係するその他の国家資格及び公認会計士に相当する外国の資格に

ついては、各々のかっこ内に当該資格の名称を記載してください。 

    資格の登録に伴う所属する会があるときは当該会の名称、登録する資格の登録番号及び

資格を登録した年（年号）月日又は資格登録を抹消した場合は抹消した年（年号）月日を

記載してください。 

 

 



３．そ の 他     

提出先  〒102-8264 東京都千代田区九段南 4丁目 4番 1号 

日本公認会計士協会 総務本部 会員登録グループ 

その他、手続について御不明の点がありましたら、本協会総務本部会員登録グループ（Tel 

03－3515－1122 E-mail:kaiin@jicpa.or.jp）までお問い合せください。 

以 上     

 

[記載例] 

学歴関係 

大学院の研究科・課程を修了した場合 

１．学歴 

学 校 名 ○○○○大学大学院○○研究科○○課程 

事実が生じた年月 平成××年×月 入学 ／ 卒業 ／ 修了 

 

会社等関係（４号準会員を除く。） 

企業に就職した場合 

２．会社等 

勤 務 先 名 株式会社○○○ 役職  

勤務先種別 
・会社 ・行政機関 ・大学 ・社団財団 ・弁護士事務所  
・税理士事務所 ・その他（          ） 

事実が生じた年月 平成××年×月 入社 ／退職 ／就任 ／退任 ／名称変更 ／役職変更 

企業の役職（常勤）に就任した場合 

２．会社等 

勤 務 先 名  ○○○株式会社 役職 常勤監査役 

勤務先種別  
・会社 ・行政機関 ・大学 ・社団財団 ・弁護士事務所  
・税理士事務所 ・その他（          ） 

事実が生じた年月 平成××年×月 入社 ／退職 ／就任 ／退任 ／名称変更 ／役職変更 

 

 



資格関係 

税理士登録をした場合 

３．資格 

資格の名称 

・ 税理士 ・弁護士 ・弁理士 ・司法書士 ・行政書士  
・ 不動産鑑定士 ・中小企業診断士 
・ 公認会計士の業務に関係するその他の国家資格（        ） 
・ 公認会計士に相当する外国の資格（          ） 

登録番号 第 ×××× 号 所属会 ○○税理士会 

事実が生じた年月日 平成××年××月××日 登録 ／ 抹消／ 所属会変更 

税理士登録を抹消した場合 

３．資格 

資格の名称 

・ 税理士 ・弁護士 ・弁理士 ・司法書士 ・行政書士  
・ 不動産鑑定士 ・中小企業診断士 
・ 公認会計士の業務に関係するその他の国家資格（        ） 
・ 公認会計士に相当する外国の資格（          ） 

登録番号 第 ×××× 号 所属会 ○○税理士会 

事実が生じた年月日 平成××年××月××日 登録 ／ 抹消／ 所属会変更 

 



様式第７号 

                             年  月  日 

 日本公認会計士協会  殿 

 

登録年月日    年  月  日 

登録番号   第       号 

氏   名         ○印 

 

                会     員 

                        変 更 届 出 書 

準  会  員 

  

会則第8条第２項の会員登録名簿の記載事項について、下記のとおり追加がありましたので、

会則第 37条第１項の規定により届け出ます。 

記 

 

１．学歴 
学 校 名  
事実が生じた年月 年   月   入学 ／ 卒業 ／ 修了  
２．会社等 
勤 務 先 名  役職  

勤務先種別 ・会社 ・行政機関 ・大学 ・社団財団 ・弁護士事務所  
・税理士事務所 ・その他（          ） 

 
事実が生じた年月 
 

 
年  月 

 
入社 ／退職 ／就任 ／退任／ 名称変更 ／役職変更 

３．資格 
 

資格の名称 

・ 税理士 ・弁護士 ・弁理士 ・司法書士 ・行政書士  
・ 不動産鑑定士 ・中小企業診断士 
・ 公認会計士の業務に関係するその他の国家資格 
（          ） 

・ 公認会計士に相当する外国の資格（          ） 
登 録 番 号 第     号 所属会  
事実が生じた年月日 年   月   日 登録 ／ 抹消 ／ 所属会変更 

以 上 
（記載上の注意） 
(1)  学歴 

 学部、学部・学科及び課程等がある場合は、含めて記載すること。 
(2)  会社等 
  金融商品取引所に上場している会社、大学、非営利法人及び行政機関等に雇用されている又は従事していると
き（常勤に限る。役員に就任している場合を含む。）は、当該勤務先名（役職名を含む。）を記載すること。 

(3)  資格 
  公認会計士、外国公認会計士及び会計士補以外の以下の資格を登録しているときは、資格の名称、登録年月日、登録番号
及び所属する会がある場合には当該名称を記載すること。 
なお、公認会計士の業務に関係するその他の国家資格及び公認会計士に相当する外国の資格は、かっこ内に資格の名称を
記載すること。 

・税理士・弁護士・弁理士・司法書士・行政書士・不動産鑑定士・中小企業診断士 



様式第２号  

                              年  月  日 

 日本公認会計士協会  殿 

 

登録年月日   年  月  日 

登録番号   第      号 

氏   名         ○印 

                 

準会員（特定社員）変 更 届 出 書 

 

 会則第 8 条第２項の準会員登録名簿の記載事項について、下記のとおり追加がありました

ので、会則第 37条第１項の規定により届け出ます。 

記 

 

１．学歴 
学 校 名  
事実が生じた年月 年   月   入学 ／ 卒業 ／ 修了  
２．会社等 
勤 務 先 名  役職  

勤務先種別 ・会社 ・行政機関 ・大学 ・社団財団 ・弁護士事務所  
・税理士事務所 ・その他（          ） 

 
事実が生じた年月 
 

 
年  月 

 
入社 ／退職 ／就任 ／退任／ 名称変更 ／役職変更 

３．資格 
 

資格の名称 

・ 税理士 ・弁護士 ・弁理士 ・司法書士 ・行政書士  
・ 不動産鑑定士 ・中小企業診断士 
・ 公認会計士の業務に関係するその他の国家資格 
（          ） 

・ 公認会計士に相当する外国の資格（          ） 
登 録 番 号 第     号 所属会  
事実が生じた年月日 年   月   日 登録 ／ 抹消 ／ 所属会変更 

以 上 
（記載上の注意） 
(1)  学歴 

 学部、学部・学科及び課程等がある場合は、含めて記載すること。 
(2)  会社等 
  金融商品取引所に上場している会社、大学、非営利法人及び行政機関等に雇用されている又は従事していると
き（常勤に限る。役員に就任している場合を含む。）は、当該勤務先名（役職名を含む。）を記載すること。 

(3)  資格 
  公認会計士、外国公認会計士及び会計士補以外の以下の資格を登録しているときは、資格の名称、登録年月日、登録番号
及び所属する会がある場合には当該名称を記載すること。 
なお、公認会計士の業務に関係するその他の国家資格及び公認会計士に相当する外国の資格は、かっこ内に資格の名称を
記載すること。 

・税理士・弁護士・弁理士・司法書士・行政書士・不動産鑑定士・中小企業診断士 


